
令和7年度 杉並区施策評価シートⅠ

施策 14 人権を尊重する地域社会の醸成

分野 05 すべての人が認め合い、支え・支えられながら共生するまち

施策担当課 区民生活部管理課 関係課 総務課

施策目標

○差別や偏見を生む誤った情報や偏った情報がなくなり、年齢、性別、国籍、人種や様々な価値観などその多様性を認め合うなど、互いの人権を尊重し、あら
ゆる差別や偏見を許さないという意識がすべての区民に根付いています。
○性別による固定的な役割分担意識から解放され、誰もが、性別に関係なく、様々な分野に参画し、互いに個性を尊重し、能力を発揮できています。
○すべての区民が、性の多様性に関する理解が進み、性のあり方にかかわらず、一人ひとりが尊重され、多様な生き方を認め合い、誰もが自分らしく安心して
暮らし、活動しています。

指標名 指標説明 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 目標年度
目標値

活
動
指
標

配偶者等からの暴力についての相談
件数 件

計画 500 500 500 500
実績 450 533 597 -

達成率 90.0% 106.6% 119.4% -

講座の開催回数 回
計画 13 13 11 12
実績 13 13 11 -

達成率 100.0% 100.0% 100.0% -
計画
実績 -

達成率 - - - -
計画
実績 -

達成率 - - - -

成
果
指
標

他人の立場を尊重・理解するなど、
人権を意識しながら生活している区
民の割合 区民意向調査による ％

計画 22 25 令和12年度
実績 21.4 21.4 44.1 - 40％

達成率 - - 200.5% -
分類 区民満足度指標

区内事業所における管理職（課長相
当職以上、役員含む）に占める女性
の割合

男女共同参画に関する意識と生
活実態調査 ％

計画 27 27.5 令和12年度
実績 25.4 26.1 24.8 - 30％

達成率 - - 91.9% -
分類 社会成果（課題）指標

「杉並区性の多様性が尊重される地
域社会を実現するための取組の推進
に関する条例」の認知度

区民意向調査による
【上昇を目指す】 ％

計画 令和12年度
実績 49.9 46.4 - 上昇

達成率 - - - -
分類 行政サービス成果指標

計画
実績 -

達成率 - - - -
分類

計画
実績 -

達成率 - - - -
分類

計画
実績 -

達成率 - - - -
分類

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

施
策
コ
ス
ト

事業費 千円
予算額 215,607 235,540 215,654 233,451 267,989 278,142
実績額 206,106 223,049 208,065 226,626 255,289 -
執行率 95.6% 94.7% 96.5% 97.1% 95.3% -

人件費 千円
予算額 126,126 137,205 134,532 123,345 136,072 157,769
実績額 131,168 142,207 113,611 134,398 152,293 -
執行率 104.0% 103.6% 84.4% 109.0% 111.9% -

総事業費
千円

予算額 341,733 372,745 350,186 356,796 404,061 435,911
実績額 337,274 365,256 321,676 361,024 407,582 -

(事業費+人件費) 執行率 98.7% 98.0% 91.9% 101.2% 100.9% -

国・都からの
補助金等 千円

予算額 0 0 0 0 0 0
実績額 0 0 0 0 0 -
執行率 - - - - - -

総事業費伸び率
％

予算額 9.1% -6.1% 1.9% 13.2% 7.9%
(予算額、実績額の
 対前年度比)

実績額 8.3% -11.9% 12.2% 12.9% -

人件費比率 ％ 予算額 36.9% 36.8% 38.4% 34.6% 33.7% 36.2%
(人件費÷総事業費) 実績額 38.9% 38.9% 35.3% 37.2% 37.4% -

特記事項

事業費の年度推移
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施策の成果

　区民の人権に対する意識がどのような状態なのかを確認するため、区民意向調査（人権意識）とは別に、区民3,000
人を対象とした無作為抽出によるより詳細な意識調査を実施しました。そのほか、人権問題を担当する各課との協力
や情報共有、意見交換等により、障害者や子ども、外国人等の人権を守る取組を組織横断的に推進するとともに、啓
発パネルの作成や区ホームページの充実、デジタルサイネージの活用等に取り組み、人権に関する正しい知識を分か
りやすく、広く区民へ伝え人権意識の向上に努めました。
　とりわけ男女共同参画の推進については、自分らしくいきいきと暮らせる社会の実現をめざして、ワーク・ライフ
・バランスや女性の活躍・健康に関すること、男性の家事・育児の促進に関することや、男女共同参画の基礎作りと
性の多様性が尊重される地域社会の実現に関する啓発講座を11回開催しました。また、配偶者暴力相談支援センター
については、配偶者等からの暴力による被害を潜在化させず、相談を適切な支援に結びつけるため、他所管との連携
等も図りながら運営を行いました。

課題の分析

　成果指標「他人の立場を尊重・理解するなど、人権を意識しながら生活している区民の割合」については、令和3年
2月に東京都が実施した「人権に関する都民の意識調査」のデータに基づき、その参考値を現状値として目標値を設定
しました。本指標により、令和6年に区で初めて確認した区民の人権を意識している割合は約44％と、当該目標値であ
る22％を大きく上回りましたが、今後も区民が高い人権意識を保てるよう、人権啓発の取組を推進するとともに、実
態の把握に注視する必要があります。
　3年ごとに実施する「男女共同参画に関する意識と生活実態調査」では、社会の変化に照らした区民・事業所の動向
を確認し、特に男女平等や性の多様性、DVなどに関する人権意識において、社会全体の認知・理解不足の課題が見受
けられました。チラシやリーフレット配布、講座やパネル展等のイベント開催などを通じた取組の強化やパートナー
シップ制度の周知徹底が必要です。また、男女平等推進センターを「知っていた」は10.4％となりました。男女平等
推進センターの活性化のため、今後も区内で活動する団体等に活動の場や機会を提供するとともに、引き続き広く区
民に対し施設の周知を行う必要があります。

改
善
・
見
直
し
の
方
向
　
中
長
期

今後の施策の方向性 拡充

今後の進め方

　ＳＮＳの普及に伴い、異なる情報に触れる機会が減少するフィルターバブルや、情報の質よりも注目を集めること
自体が重要視される傾向が強まり、それによるフェイクニュースや他者への誹謗中傷等の増加が社会問題となってい
ることから、あらゆる分野での差別や偏見等を解消することが強く求められる社会情勢となっています。その実現に
向けて、人権問題を担当する各課との情報共有や意見交換等を一層充実させ、庁内の人権問題に対する感度をより向
上させるとともに、人権に関する正しい知識や情報をより多くの区民に分かりやすく伝えるため、組織横断的な啓発
に不断に取り組んでいく必要があります。
　男女共同参画の推進については、令和7年１月から８月にかけてジェンダー平等に関する審議会を8回開催し、9月に
答申を得ました。答申を受けて、区がジェンダー平等社会の実現を目指すにあたっては、全ての方策にジェンダー視
点を取り入れる「ジェンダー視点の主流化」の考え方をもとに、今後の区の具体的な取組について検討を進めていき
ます。
　また、この取組を進める基盤として、ジェンダー平等に関する条例の制定や男女平等推進センターの機能強化、ジ
ェンダー平等社会の実現に向けた体制の整備などの検討を進めます。



令和7年度 杉並区施策評価シートⅡ（施策を構成する事務事業）

【施策 14 】【施策名称 人権を尊重する地域社会の醸成 】 ※金額の単位は千円

整
理
番
号

事務事業名称

実
行
計
画
事
業

主
要
事
業

令和6年度
人件費 総事業費

施策から見た
事業費 事業の方向性

1 029 総務事務 ○ ○ 222,780 108,977 331,757 現状維持

2 062 男女共同参画の推進 ○ ○ 15,933 30,630 46,563 推進（拡充）

3 063 男女平等推進センターの運営 ○ 16,576 12,686 29,262 推進（拡充）

4 以下再掲事業の評価表

5 067 多文化共生・国内外交流の推進

6 068 杉並区交流協会助成

7 183 障害者の権利擁護の推進
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49
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合計 255,289 152,293 407,582

施策を構成する
事務事業に関する特記事項


